
資料：国立社会保障・人口問題研究所「平成23年度社会保障費用統計」、2012年度,2013年度、2014年度（予算ベース）は厚生労働省推計、

2014年度の国民所得額は「平成26年度の経済見通しと経済財政運営の基本的態度（平成26年1月24日閣議決定）」

（注）図中の数値は、1950,1960,1970,1980,1990,2000及び2010並びに2014年度（予算ベース）の社会保障給付費（兆円）である。

115.2

1970 1980 1990 2000 2014(予算ﾍﾞｰｽ)

国民所得額（兆円）Ａ 61.0 203.9 346.9 371.8 370.5

給付費総額（兆円）Ｂ 3.5(100.0%) 24.8(100.0%) 47.2(100.0%) 78.1(100.0%) 115.2(100.0%)

（内訳） 年金 0.9( 24.3%) 10.5( 42.2%) 24.0( 50.9%) 41.2( 52.7%) 56.0( 48.6%)

医療 2.1( 58.9%) 10.7( 43.3%) 18.4( 38.9%) 26.0( 33.3%) 37.0( 32.1%)

福祉その他 0.6( 16.8%) 3.6( 14.5%) 4.8( 10.2%) 10.9( 14.0%) 22.2( 19.3%)

Ｂ／Ａ 5.77% 12.15% 13.61% 21.01% 31.09%

78.1

ひと、くらし、みらいのために

厚生労働省社会保障給付費の推移
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※１ 保険料、国庫、地方負担の額は平成26年当初予算ベース。※２ 保険料は事業主拠出金を含む。※３ 雇用保険（失業給付）については、当分の間、国庫負担額（１／４）の５５％に相当する額を負担。※４ 児童・障害福祉の
うち、児童入所施設等の措置費の負担割合は、原則として、国1/2、都道府県・指定都市・中核市・児童相談所設置市1/2等となっている。※５ 児童手当については、平成26年度当初予算ベースの割合を示したもの。
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ひと、くらし、みらいのために

厚生労働省社会保障財源の全体像（イメージ）
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社会保障給付費（※） 2014年度（予算ベース） 115.2兆円 （対ＧＤＰ比 23.0%）

※ 社会保障給付の財源としてはこの他に資産収入などがある。

保険料 64.1兆円（59.9%） 税・公債 42.9兆円
（40.1%）

うち被保険者拠出
34.4兆円（32.1%）

うち事業主拠出
29.7兆円（27.8%）

うち国
31.1兆円（29.0%）

うち地方
11.9兆円
（11.1%）

国（一般会計） 社会保障関係費等
※※2014年度予算

社会保障関係費 30.5兆円（一般歳出の54.0%を占める）
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各制度における
保険料負担

都道府県
市町村

（一般財源）

年金 56.0兆円（48.6%）

《対ＧＤＰ比 11.2%》

医療 37.0兆円（32.1%）

《対ＧＤＰ比 7.4%》

【負担】

【給付】 社会保障給付費

福祉その他
22.2兆円（19.3%）
《対ＧＤＰ比 4.4%》

うち介護9.5兆円（8.3%）
《対ＧＤＰ比 1.9%》

子ども・子育て5.3兆円（4.6%）
《対ＧＤＰ比 1.1%》

ひと、くらし、みらいのために

厚生労働省社会保障の給付と負担の現状（2014年度予算ベース）

7


